
 
平 成 ２ ６ 年 ２ 月 ５ 日 

消 防 庁 

防炎品（カーテン）の不適正品の回収について 

 

 

 

 

１ 回収等の経緯 

防炎カーテン等 ※１の性能を確認する機関（登録確認機関）として消防法に基づき登

録されている（公財）日本防炎協会（以下「協会」という。）の防炎品の普及に関する

報告書に、流通段階の防炎品に係る協会の自主調査において、不合格品（出荷時に求

められる防炎性能基準 ※２を満たしていないもの）が発生しているとの記載がありまし

た。 

※１：「防炎カーテン」とは、火が燃え移っても、それ自身が火災を拡大させる原因とならな

い程度の自己消火性能（着炎後、燃える状態がやむもの）をもつカーテンをいい、消防

法により、高層建築物等での使用が義務づけられている。 
※２：「出荷時に求められる防炎性能基準」とは、消防法施行令及び施行規則に定められてい

る、着炎後、炎が消えるまでの時間が３秒以内等の基準。（参考資料 1 参照） 
防炎カーテン等の性能確認は、消防法上、出荷時点で登録確認機関等が実施する仕組み

となっており、流通段階において行う自主調査において、出荷時に求められる防炎性能

基準を満たしていない防炎カーテン等の全てが直ちに問題になるわけではありません。 
 

その中の一部には、防炎性能がない（着炎後カーテン自体が燃え上がることはない

が、一部でも２５㎝×１５㎝の枠内に火が留まらない部分があるもの）疑いもあるこ

とから、昨年１２月、消防庁は協会に対し、協会から自主調査結果の報告がなかった

平成１８年度以降の調査において、出荷時に求められる防炎性能基準を満たしていな

い防炎カーテン等のうち、防炎性能がないものの回収のために必要な措置 ※３をとるよ

う指示しました。 

※３：必要な措置 
・防炎性能がない防炎カーテン等を精査すること。 
・防炎性能がない防炎カーテン等の市場への流通状況を確認すること。 
・精査の結果、防炎性能があることが確認出来なかった防炎カーテン等については、製造事

業者等に公表及び自主回収を指示すること。 
 

平成２６年２月３日、協会から自主回収の対象となる防炎カーテンの原反（加工前

の布地）が７品あったとの報告を受けたことから、事業者名、製品名等を公表するこ

ととしました。 

（公財）日本防炎協会から自主回収の対象となる防炎カーテンの原反が７品あった

との報告を受けたので、公表します。 



２ 自主回収の対象となる防炎カーテンの原反 

 

事業者名 製品名 試験番号 製造年月日 流通量（ｍ） 

揚原織物工業㈱ 

ポリエステル 

ベルベット 

ＡＯ０００００６ 2007年 10月 253ｍ 

ＡＯ０３０２１８ 2008年 8月 29日 255ｍ 

ＡＯ０３０２１８ 2008年 10月 31日 250ｍ 

ＡＯ０３０２１８ 2009年 11月 18日 250ｍ 

尾張整染㈱ ラマダ ＡＯ０３０２５１ 2006 年 8 月 18 日 250ｍ 

川越レース㈱ ３４９７ Ａ２１００４３５ 2012 年 9 月 18 日 2,119ｍ 

光洋合繊加工㈱ ＫＧ０１２ ＡＯ９３０４３５ 2006 年 1 月 27 日 600ｍ 

 

 

※ 回収の対象となる防炎カーテンに関する問い合わせ先 

事業者名 電話番号 

揚原織物工業㈱ ０７７８－５２－７３３３ 

尾張整染㈱ ０５８６－７２－７８２６ 

川越レース㈱ ０７５－６７１－１３０５ 

光洋合繊加工㈱ ０７５―３１３―２１０１ 

 

※ 防炎カーテンの性能確認等、防炎品全般に関する問い合わせ先 

公益財団法人日本防炎協会（電話番号：０３－３２４６－１６６３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３ 防炎品の性能確保に向けた対応 

・ 本件は、防炎性能の確認試験を行った製品に関する詳細な仕様を届け出る仕組み

になっていなかったため生じたことであり、協会に対し、防炎加工する素材ごとに、

使用する薬液の濃度、浸漬時間等、防炎性能に影響を与える項目を具体的に届け出

させるよう性能確認業務の運用改善を指示しました。（平成２６年１月１５日以降改

善済み）（参考資料２参照） 

・ 防炎カーテン等の性能確認のしくみに以下のような課題があると認識し、引き続

き品質管理の厳格化、トレーサビリティの向上等の見直しを進めてまいります。 

 
※ 性能確認のしくみに係る課題 

・製品の詳細な仕様を届出させる仕組みになっていない 
 ・登録確認機関による品質管理チェックが不十分 
 ・製造事業者等による品質管理が不十分 
 ・トレーサビリティが確保されていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜連 絡 先＞ 

 消防庁予防課 福井補佐・増沢係長 

 TEL 03-5253-7523（直通）／FAX 03-5253-7533 



 

 

１ 防炎制度について 

 

  消防法（第８条の３）では、火災が発生した際に人命危険に発展する可能性が高い

防火対象物（防炎防火対象物 ※１）においては、一定の防炎性能を有する物品（防炎物

品 ※２）でなければ使用してはならないと定められています。 

  また、防炎物品は、その性能を有することを示す「防炎表示」（ラベル）を付してい

るものでなければ販売することができないと定められています。 

  消防庁長官の登録を受けた法人（公益財団法人日本防炎協会）は、事業者からの申

請に基づき、製品の防炎性能を確認し、基準を満たしているものに「防炎ラベル」を

交付しています。 

 

 

 

 

 

２ 法令で定める試験基準の例（消防法施行令第４条の３、消防法施行規則第４条の３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薄手のカーテンの場合 

 

残炎時間 

（着炎後、炎が消えるまでの時間） 

３秒以内 

 

残じん時間 

（着炎後、燻焼がやむまでの時間） 

５秒以内 

 

炭化面積 

（着炎後、燃焼終了までに炭化する面積） 

３０ｃ㎡以下 

＊２㎡以上の布から縦 35㎝×横 25㎝の試験体を切り取って実施する。 

 

 

参考資料１ 



試 料 明 細 書 
カーテン、布製ブラインド、暗幕 
どん帳、舞台幕、工事用シート 

防炎対象物品等の種類   

商 品 名 又 は 銘 柄  

製造会社名（生産国名） （           ） 

イ 

素材・混用率  

 複合製品の場合は、 
 基布について記入す

る。 

組 織  

番手又は繊度 たて よこ 

密 度 たて よこ 

基布以外の素材  

質 量 g/㎡（複合製品の場合は総質量） 

整 理 加 工 

染色・樹脂 
加 工 な ど 

・機能加工（消臭・抗菌・防汚・撥水等）を行っている場合は、機能加工名称、加工剤

名、加工処方を明記すること 機能加工を行っていない場合は「機能加工なし」と明記

すること 
 
 

ロ 

防 炎 薬 剤 名 
「防炎薬剤成分表」に記載のとおり 
（薬剤の商品名及び主成分の化学品名と組成%を「防炎薬剤成分表」に必ず明記するこ

と） 

防炎処理の工程 

・防炎加工時の防炎薬剤の薬液濃度或いは付与濃度を明記すること 
・防炎加工方法（浸漬法・染色同時加工法・ﾊﾟｯﾄﾞｽﾁｰﾑ連続法等）を明記すること 
・防炎加工時の処理時間及び温度を明記すること 

洗 た く 等 の 種 類 
 イ 水洗い洗たく及びドライクリーニング     ロ 水洗い洗たく 

 ハ ドライクリーニング   ニ 洗たくなし   ホ 温水浸漬 

備    考 

 

 注 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 製造会社が日本以外の場合は、生産国名を（ ）内に記入すること。 
   ３ 防炎素材製品はイ欄のみ、後加工品はイ欄・ロ欄とも記入すること。 
   ４ 洗たく等の種類は、イ～ホのうち必要なものを○で囲むこと。 

参考資料２ 


